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労働費（0.1％）
2,584万円

歳出

令和８年度⼀般会計当初予算額

⼀般会計

347億円 前年度⽐
6億4千万円(1.8％)減

総務費（13.3％）
46億2,360万円

⺠⽣費（36.1％）
125億3,650万円

議会費（0.7％）
2億3,968万円

衛⽣費（8.6％）
29億8,110万円

⼟⽊費（10.8％）
37億5,874万円

教育費（11.6％）
40億1,420万円

扶助費(21.1%) 73億2,132万円
義
務
的
経
費

義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

そ
の
他
の
経
費

投
資
的

経
費

投
資
的

経
費

市税（20.9％）
72億4,003万円

繰⼊⾦（4.6％）
15億9,975万円歳⼊
寄附⾦（5.8％）
20億100万円

地⽅交付税（30.5％）
105億7,800万円

国庫⽀出⾦
（14.6％）

50億7,931万円

市債（7.4％）
25億5,540万円

県⽀出⾦（7.1％）
24億6,195万円

諸収⼊（1.2％）
4億1,527万円

使⽤料及び⼿数料（0.6％）
2億186万円

分担⾦及び負担⾦（0.5％）
1億9,031万円

⾃
主
財
源依

存
財
源

（34.1％）

（65.9％）

繰越⾦（0.3％）1億円
財産収⼊（0.2％）8,012万円

地⽅消費税交付⾦（4.3％）
14億9,500万円

その他（2.0％）※1
7億200万円

農林業費（3.3％）
11億6,142万円

予備費（0.3％）1億円
公債費（8.8％）
30億5,559万円災害復旧費（0.8％）

2億6,079万円

消防費（4.0％）
14億137万円

商⼯費（1.6％）
5億4,117万円

※表⽰⾦額は、万円未満を四捨五⼊しています
※予算総額に占める割合は、合計100％になるよう

に表⽰しています

※1…その他（地⽅譲与税・利⼦割交付⾦・配当割交付⾦・株式等譲渡所得割交付⾦・法⼈事業税交付⾦・ゴルフ場利⽤税交付⾦・環境性能割交付⾦・地⽅特例交付
⾦・交通安全対策特別交付⾦）

※2…その他（維持補修費・積⽴⾦・投資及び出資⾦・予備費）
⼈件費(16.4%) 56億8,241万円

公債費(8.8%) 30億5,559万円

(13.7%) 47億5,439万円普通建設
事業費等

物件費(16.0%) 55億6,524万円

補助費等(11.8%)41億 496万円

操出⾦(9.2%) 31億8,154万円
その他※2(3.0%) 10億3,455万円
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⼀般会計当初予算額の推移（対前年度増減額、対前年度増減率） （単位︓千円、％）

年 度 当初予算額 対前年度増減額 対前年度増減率
令和８年度 34,700,000 △640,000 △1.8
令和７年度 35,340,000 2,310,000 7.0
令和６年度 33,030,000 2,840,000 9.4
令和５年度 30,190,000 1,010,000 3.5
令和４年度 29,180,000 △ 450,000 △ 1.5
令和３年度 29,630,000 810,000 2.8
令和２年度 28,820,000 △ 1,650,000 △ 5.4
令和元年度 30,470,000 1,500,000 5.2

平成３０年度 28,970,000 △ 430,000 △ 1.5
平成２９年度 29,400,000 △ 1,350,000 △ 4.4
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H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

（単位︓億円）

R元

近年の予算規模拡⼤を抑制するため、予算編成⽅針において初めてゼロシーリング⽅式を採⽤し、過去最⼤規模となった令和
７年度当初予算額を下回ったが、近年の物価、⾦利、賃⾦の上昇や社会保障費の増加に加え、市営住宅整備事業費など依然と
して⾼い⽔準となる投資的経費の影響により、過去２番⽬の予算規模となった。

過去２番⽬の
予算規模
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令和８年度一般会計・特別会計・公営企業会計当初予算状況
（単位：千円、％）

令和８年度 令和７年度 増減額 増減率 主　な　増　減　内　容

34,700,000 35,340,000 △ 640,000 △ 1.8 （P.4～P.8のとおり）

1,600 900 700 77.8 基金利子の増

7,357,000 7,591,000 △ 234,000 △ 3.1 被保険者数の減少による給付費の減

77,500 106,100 △ 28,600 △ 27.0 診療施設再編事業終了による減

2,217,000 2,068,000 149,000 7.2 後期高齢者の増加による後期高齢者医療広域連合納付金の増

7,483,000 7,541,000 △ 58,000 △ 0.8 地域密着型介護サービス利用者の減少による減

17,000 15,400 1,600 10.4 池田財産区、田中財産区　管理委員研修実施による研修手配業務委託料の増

17,153,100 17,322,400 △ 169,300 △ 1.0

収 益 的 収 入 1,667,345 1,600,286 67,059 4.2 受託工事収益の増

収 益 的 支 出 1,615,122 1,501,760 113,362 7.5 受託工事費の増

資 本 的 収 入 480,054 509,181 △ 29,127 △ 5.7 一般会計出資金、国庫補助金の減

資 本 的 支 出 1,096,307 1,101,695 △ 5,388 △ 0.5 企業債償還金の減

収 益 的 収 入 48,368 47,097 1,271 2.7 水道使用料実績の増加による工業用水道使用料の増

収 益 的 支 出 38,221 37,698 523 1.4 動力費の増

資 本 的 収 入 2 2 0 0.0

資 本 的 支 出 33,801 16,002 17,799 111.2 建設改良費の増

収 益 的 収 入 822,591 805,957 16,634 2.1 有収水量の増加による下水道使用料の増、一般会計補助金の増

収 益 的 支 出 848,480 806,331 42,149 5.2 減価償却費の増

資 本 的 収 入 1,709,600 1,671,386 38,214 2.3 一般会計出資金、企業債の増

資 本 的 支 出 2,007,517 1,985,817 21,700 1.1 水道補償費、流域下水道建設負担金の増

5,639,448 5,449,303 190,145 3.5

57,492,548 58,111,703 △ 619,155 △ 1.1

公　営　企　業　会　計（支　出）合　計

全　　　会　　　計　　　合　　　計

特　　別　　会　　計　　合　　計

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

介 護 保 険 事 業 勘 定 特 別 会 計

財 産 区 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 直 営 診 療 施 設 勘 定 特 別 会 計

会　　　　計　　　　名

一 般 会 計

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 勘 定 特 別 会 計
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令和８年度一般会計当初予算状況

歳　入 （単位：千円、％） （R7→R8、増減〔＋：増額、△：減額、±0：同額〕、単位：千円）

令和８年度 構成比 令和７年度 構成比 増減額 増減率 主　な　増　減　内　容

7,240,027 20.9 7,058,525 20.0 181,502 2.6 （P.5のとおり）

300,000 0.9 303,000 0.9 △ 3,000 △ 1.0 当分の間税率廃止に伴う地方揮発油譲与税額の減少による減

16,000 0.0 3,000 0.0 13,000 433.3 利子課税額の増加による増

81,000 0.2 53,000 0.1 28,000 52.8 配当課税額の増加による増

92,000 0.3 50,000 0.1 42,000 84.0 株式等譲渡所得課税額の増加による増

74,000 0.2 82,000 0.2 △ 8,000 △ 9.8 法人事業税額の減少による減

1,495,000 4.3 1,380,000 3.9 115,000 8.3
消費税額・地方消費税額の増加による増
（使途）消費税率の引き上げ分：社会保障施策の社会福祉、社会保険、保健衛生事業

25,000 0.1 23,000 0.1 2,000 8.7 ゴルフ場利用税額の増加による増

1 0.0 44,000 0.1 △ 43,999 △ 100.0 自動車税環境性能割の廃止による減

111,000 0.3 63,000 0.2 48,000 76.2
自動車税減収補填特例交付金の増　0→32,400　+32,400
軽自動車税減収補填特例交付金の増　0→18,100　+18,100
固定資産税減収補填特別交付金の減　8,000→1,000　△7,000

10,578,000 30.5 10,620,000 30.1 △ 42,000 △ 0.4
普通交付税の減　9,580,000→9,560,000　△20,000
特別交付税の減　1,040,000→1,018,000　△22,000

3,000 0.0 4,000 0.0 △ 1,000 △ 25.0 交通反則金等収入の減少による減

190,317 0.5 166,580 0.5 23,737 14.2
保育所保育料(現年分)の増　50,595→65,195　+14,600
放課後児童クラブ負担金（現年分）の増　44,029→49,674　+5,645

201,859 0.6 208,695 0.6 △ 6,836 △ 3.3 改良住宅使用料の減　24,419→22,633　△1,786

5,079,307 14.6 5,138,544 14.5 △ 59,237 △ 1.2
デジタル基盤改革支援補助金の減　141,449→10,384　△131,065
公立学校施設整備費負担金の減　127,762→13,908　△113,854
社会資本整備総合交付金の増　338,948→483,872　+144,924

2,461,950 7.1 2,559,843 7.2 △ 97,893 △ 3.8
参議院議員通常選挙事務委託金の減　42,848→0　△42,848
農業水路等長寿命化・防災減災事業補助金の減　48,000→6,237　△41,763
障害者自立支援給付費負担金の増　455,210→493,892　+38,682

80,117 0.2 66,248 0.2 13,869 20.9
財政調整基金預金利子の増　4,564→10,391　+5,827
減債基金預金利子の増　4,600→7,581　+2,981

2,001,002 5.8 1,401,002 4.0 600,000 42.8 ふるさとまちづくり寄附金の増　1,401,000→2,000,000　+599,000

1,599,752 4.6 2,582,643 7.3 △ 982,891 △ 38.1
財政調整基金繰入金の減　1,159,000→529,000　△630,000
減債基金繰入金の減　700,000→400,000  △300,000
地域振興基金繰入金の増　305,000→345,000　+40,000

100,000 0.3 100,000 0.3 0 0.0 前年度繰越金　100,000→100,000　±0

415,268 1.2 340,420 1.0 74,848 22.0 土地改良施設維持管理適正化事業交付金の増　0→37,000　+37,000

2,555,400 7.4 3,092,500 8.7 △ 537,100 △ 17.4
田中小学校整備事業債の減　1,092,700→687,400　△405,300
公民館整備事業債の減　145,100→24,900　△120,200
市営住宅整備事業債の増　278,200→539,500　+261,300

34,700,000 100.0 35,340,000 100.0 △ 640,000 △ 1.8

法 人 事 業 税 交 付 金

歳　　入　　合　　計

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

市 債

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

区　　　　分

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金
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歳　入（自主財源・依存財源） （単位：千円、％）

令和８年度 構成比 令和７年度 構成比 増減額 増減率 財　源　内　訳

11,828,342 34.1 11,924,113 33.7 △ 95,771 △ 0.8 市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入

22,871,658 65.9 23,415,887 66.3 △ 544,229 △ 2.3
地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、地
方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、環境性能割交付金、地方特例交付金、地方交付税、
交通安全対策特別交付金、国庫支出金、県支出金、市債

34,700,000 100.0 35,340,000 100.0 △ 640,000 △ 1.8

歳　入（市税の内訳） （単位：千円、％）

令和８年度 構成比 令和７年度 構成比 増減額 増減率 主　な　増　減　内　容

2,999,800 41.4 2,908,300 41.2 91,500 3.1

個 人 2,697,500 37.2 2,587,000 36.7 110,500 4.3 給与所得の増加による増

法 人 302,300 4.2 321,300 4.5 △ 19,000 △ 5.9 法人収益の減少による減

3,253,027 44.9 3,129,725 44.3 123,302 3.9

固 定 資 産 税 3,247,700 44.8 3,124,300 44.2 123,400 3.9 新増築家屋の増加による増、償却資産の増加による増

国有資産等所在市町村交付金 5,327 0.1 5,425 0.1 △ 98 △ 1.8 国有資産の評価額の下落による減

298,400 4.1 315,600 4.5 △ 17,200 △ 5.4

軽 自 動 車 税 294,400 4.1 288,600 0.4 5,800 2.0 旧税率（平成26年度以前の新規登録）適用車が減少し、新税率適用車が増加していることによる増

環 境 性 能 割 4,000 0.0 27,000 4.1 △ 23,000 △ 85.2 環境性能割廃止による減

330,000 4.6 350,000 5.0 △ 20,000 △ 5.7 販売本数の減少による減

358,800 5.0 354,900 5.0 3,900 1.1
新増築家屋の増加による増
（使途）都市計画施策の公園、下水道、区画整理事業

7,240,027 100.0 7,058,525 100.0 181,502 2.6

軽 自 動 車 税

た ば こ 税

都 市 計 画 税

市　　税　　合　　計

自 主 財 源

依 存 財 源

歳　　入　　合　　計

区　　　　　　　　分

市 民 税

固 定 資 産 税

区　　　　　　　　分
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歳　　出（目　的　別） （単位：千円、％）

令和８年度 構成比 令和７年度 構成比 増減額 増減率

239,679 0.7 224,713 0.6 14,966 6.7

4,623,599 13.3 4,871,247 13.8 △ 247,648 △ 5.1

12,536,502 36.1 12,368,763 35.0 167,739 1.4

2,981,105 8.6 3,075,998 8.7 △ 94,893 △ 3.1

25,842 0.1 27,070 0.1 △ 1,228 △ 4.5

1,161,415 3.3 1,166,632 3.3 △ 5,217 △ 0.4

541,167 1.6 641,853 1.8 △ 100,686 △ 15.7

3,758,738 10.8 3,359,521 9.5 399,217 11.9

1,401,373 4.0 1,508,347 4.3 △ 106,974 △ 7.1

4,014,198 11.6 4,857,983 13.7 △ 843,785 △ 17.4

260,791 0.8 218,267 0.6 42,524 19.5

3,055,591 8.8 2,919,606 8.3 135,985 4.7

100,000 0.3 100,000 0.3 0 0.0

34,700,000 100.0 35,340,000 100.0 △ 640,000 △ 1.8

（R7→R8、増減〔＋：増額、△：減額、±0：同額〕、単位：千円）

議員報酬・議員期末手当の増　129,485→139,151　+9,666

主　な　増　減　内　容

農業水路等長寿命化・防災減災事業費の減　48,245→6,270　△41,975
県営紀の川フルーツライン整備事業費の減　22,260→0　△22,260
国営総合農地防災事業費の減　28,995→9,233　△19,762
農業振興施設管理運営事業費の増　11,578→80,628　+69,050

シルバー人材センター運営支援事業費の減　26,101→25,201　△900

医療体制整備構築事業費の減　114,391→13,641　△100,750
感染症対策事業費の減　349,511→325,425　△24,086
水道事業出資金の減　109,597→90,085　△19,512
公立那賀病院経営事務組合事業費の増　601,766→623,580　+21,814

障害福祉サービス等給付事業費の増　1,924,196→2,016,944　+92,748
子どものための教育・保育給付事業費の増　1,232,189→1,319,604　+87,415
後期高齢者医療事業繰出金の増　1,165,042→1,226,047　+61,005
児童手当給付事業費の減　1,164,397→1,065,492　△98,905

電算システム更新事業費の減　140,471→1,260　△139,211
鞆渕地区公共施設等再編事業費の減　100,197→0　△100,197
市議会議員一般選挙事業費の減 　71,802→0　△71,802
ふるさとまちづくり寄附金事業費の増　776,601→1,062,984　+286,383

土木施設災害復旧事業費の増　218,251→260,775　+42,524

田中小学校改築事業費の減　1,673,811→934,822　△738,989
公民館管理運営事業費の減　212,702→74,722　△137,980
体育施設管理運営事業費の減　151,619→89,617　△62,002
学校給食センター管理事業費の増　32,041→87,411　+55,370

消防施設整備事業費の減　174,478→87,191　△87,287
水防事業費の減　150,327→69,515　△80,812
那賀消防組合事業費の増　780,813→808,561　+27,748

市営住宅整備事業費の増　563,438→1,043,353　+479,915
公共下水道事業出資金の増　515,795→563,871　+48,076
橋りょう維持修繕事業費の増　207,639→239,329　+31,690
市道等維持修繕事業費の減　385,086→324,147　△60,939

商工振興事業費の減　264,257→122,186　△142,071
企業誘致促進事業費の減　57,886→22,208　△35,678
新事業用団地造成事業費の増　54,661→136,215　+81,554

予備費　100,000→100,000　±0

長期債償還元金の増　2,809,280→2,888,172　+78,892
長期債償還利子の増　109,326→166,419　+57,093

公 債 費

予 備 費

歳　　出　　合　　計

災 害 復 旧 費

区　　　　分

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費
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歳　　出（性　質　別） （単位：千円、％）

令和８年度 構成比 令和７年度 構成比 増減額 増減率

5,682,413 16.4 5,608,209 15.9 74,204 1.3

5,565,237 16.0 5,722,786 16.2 △ 157,549 △ 2.8

124,911 0.4 129,568 0.4 △ 4,657 △ 3.6

7,321,322 21.1 7,241,769 20.5 79,553 1.1

4,104,955 11.8 4,350,006 12.3 △ 245,051 △ 5.6

4,493,600 12.9 5,191,250 14.7 △ 697,650 △ 13.4

260,791 0.8 218,267 0.6 42,524 19.5

3,055,591 8.8 2,919,606 8.2 135,985 4.7

144,027 0.4 30,443 0.1 113,584 373.1

665,612 1.9 648,925 1.8 16,687 2.6

3,181,541 9.2 3,179,171 9.0 2,370 0.1

100,000 0.3 100,000 0.3 0 0.0

34,700,000 100.0 35,340,000 100.0 △ 640,000 △ 1.8

（R7→R8、増減〔＋：増額、△：減額、±0：同額〕、単位：千円）

予備費　100,000→100,000　±0

後期高齢者医療特別会計繰出金の増　1,165,042→1,226,047　+61,005
国民健康保険直営診療施設勘定特別会計繰出金の増　57,668→60,027　+2,359
国民健康保険事業勘定特別会計繰出金の減　547,809→495,492　△52,317

下水道事業会計出資金の増　539,327→575,526　+36,199
水道事業会計出資金の減　109,597→90,085　△19,512

公共施設等整備基金積立金の増　3,039→104,583　+101,544

長期債償還元金の増　2,809,280→2,888,172　+78,892
長期債償還利子の増　109,326→166,419　+57,093

土木施設災害復旧事業費の増　218,251→260,775　+42,524

田中小学校改築事業費の減　1,673,811→934,822　△738,989
公民館管理運営事業費の減　161,420→27,688　△133,732
鞆渕地区公共施設等再編事業費の減　100,197→0　△100,197
市営住宅整備事業費の増　563,438→1,043,353　+479,915

産婦人科医院誘致開業支援補助金の減　100,000→0　△100,000
こども未来応援デジタル商品券事業交付金の減　85,000→0　△85,000
デジタル商品券事業交付金の減　45,000→0　△45,000
那賀消防組合負担金の増　780,813→808,561　+27,748

障害福祉サービス給付費の増　1,887,881→1,978,434　+90,553
私立保育園運営委託料の増　538,795→623,152　+84,357
生活扶助費（追加給付）の増　0→22,692　+22,692
児童手当費の減　1,164,000→1,065,060　△98,940

小学校施設管理事業施設・器具修繕料の減　27,500→21,000　△6,500
森林公園管理運営事業施設・器具修繕料の減　5,938→450　△5,488

基幹系システム構築委託料の減　112,808→0  △112,808
電算システム管理運営事業システム保守点検委託料の減　93,055→11,383　△81,672
水防事業施設・器具修繕料の減　74,632→8,867　△65,765
ふるさとまちづくり寄附金特産品等贈呈委託料の増　699,400→959,400　+260,000

会計年度任用職員報酬の増　843,898→927,661　+83,763
一般職給の増　1,847,078→1,885,888　+38,810
総合事務組合負担金（退職手当特別負担金）の減　185,090→119,756　△65,334

主　な　増　減　内　容

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

繰 出 金

予 備 費

歳　　出　　合　　計

公 債 費

区　　　　分

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費
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歳　　出（義務的経費・投資的経費・その他の経費） （単位：千円、％）

令和８年度 構成比 令和７年度 構成比 増減額 増減率

16,059,326 46.3 15,769,584 44.6 289,742 1.8

4,754,391 13.7 5,409,517 15.3 △ 655,126 △ 12.1

13,886,283 40.0 14,160,899 40.1 △ 274,616 △ 1.9

34,700,000 100.0 35,340,000 100.0 △ 640,000 △ 1.8

基金の状況 （単位：千円）

地方債の状況 （単位：千円）

義 務 的 経 費

そ の 他 の 経 費

歳　　出　　合　　計

区　　　　分

投 資 的 経 費

529,000 21,501

13,816,427

4,059,815

400,000 11,750

666,000 110,776

1,595,000 144,027

物件費、維持補修費、補助費等、積立金、投資及び出資金、繰出金、予備費

普通建設事業費、災害復旧事業費

人件費、扶助費、公債費

経　費　内　訳

減 債 基 金

財 政 調 整 基 金

基　　金　　別

23,360,923

令和８年度末
現在高見込額

22,851,857 23,693,695

令和６年度末
現在高

令和７年度末
現在高見込額

令和８年度中
元金償還見込額

2,555,400 2,888,172

令和８年度中
起債見込額

3,480,260

6,276,352

12,365,454

3,504,591

3,092,010

5,768,853

令和７年度末
現在高見込額

令和８年度末
現在高見込額

令和８年度中
積立見込額

令和８年度中
取崩見込額

合　　　　　　計

特 定 目 的 基 金
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見
込
額
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和
８
年
度

取
崩
額

令
和
８
年
度

積
立
額

令
和
８
年
度
末

現
在
高
見
込
額

普
通
会
計
　
計

特別会計

特
別
会
計
（
普
通
会
計
以
外
）
　
計

総
　
　
合
　
　
計

財
政
調
整
基
金

減
債
基
金

定額運用

基　　金

特定目的基金
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7
紀
財
政
発
第

1
8
4
0
0
1
号
 

令
和

７
年

１
０

月
７

日
 

 

部
局
長
、
次
長
、
課
長
 
様
 

 

企
 画

 部
 長

 
 
 
 
 

 

令
和
８
年
度
紀
の
川
市
予
算
編
成
方
針
に
つ
い
て
（
通
知
）
 

 

わ
が

国
の

景
気

は
、

一
部
に

弱
め

の
動
き

も
み

ら
れ
る

が
、

緩
や
か

に
回

復
し
て

い
る

。
海
外

経
済

は
、
各

国

の
通

商
政

策
等

の
影

響
を
受

け
て

一
部
に

弱
め

の
動
き

も
み

ら
れ
る

が
、

総
じ
て

み
れ

ば
緩
や

か
に

成
長
し

て
い

る
。

輸
出

や
鉱

工
業

生
産
は

、
一

部
に
米

国
の

関
税
引

き
上

げ
に
伴

う
駆

け
込
み

と
そ

の
反
動

の
動

き
が
み

ら
れ

る
が

、
基

調
と

し
て

は
横
ば

い
圏

内
の
動

き
を

続
け
て

い
る

。
企
業

収
益

は
改
善

傾
向

に
あ
り

、
業

況
感
は

良
好

な
水

準
を

維
持

し
て

い
る
。

こ
う

し
た
も

と
で

、
設
備

投
資

は
緩
や

か
な

増
加
傾

向
に

あ
る
。

個
人

消
費
は

、
物

価
上

昇
の

影
響

な
ど

か
ら
消

費
者

マ
イ
ン

ド
に

弱
さ
が

み
ら

れ
る
も

の
の

、
雇
用

・
所

得
環
境

の
改

善
を
背

景
に

底
堅
く
推
移
し
て
い
る
。
 

 
こ

の
よ

う
な

状
況

の
も
と

、
本

市
は
１

１
月

に
合
併

後
２

０
年
を

迎
え

、
合
併

当
初

７
０
，

４
８

７
人
で

あ
っ

た
人

口
が

令
和

７
年

３
月
末

時
点

で
は
、

５
８

，
６
４

３
人

と
大
幅

に
減

少
し
、

高
齢

化
率
も

３
４

．
３
％

と
な

り
少

子
高

齢
化

の
傾

向
が
顕

著
に

な
っ
て

い
る

。
ま
た

、
令

和
３
年

４
月

１
日
に

は
、

粉
河
地

域
、

那
賀
地

域
、

桃
山

地
域

が
「

過
疎

地
域
の

持
続

的
発
展

の
支

援
に
関

す
る

特
別
措

置
法

」
の
適

用
を

受
け
、

一
部

過
疎
地

域
に

該
当
し
て
い
る
。
 

歳
入

面
で

は
市

税
収

入
の
将

来
の

見
通
し

は
減

少
傾
向

で
あ

り
、
歳

出
面

で
は
社

会
保

障
費
の

伸
び

や
既
存

施

設
の
長
寿
命
化
対
策
費
の
大
幅
な
増
加
な
ど
が
予
測
さ
れ
る
。
令
和
６
年
度
の
決
算
で
は
経
常
収
支
比
率
は
９
６
．

６
％
と
前
年
度
か
ら
２
．
０
ポ
イ
ン
ト
悪
化
し
、
傾
向
と
し
て
財
政
構
造
の
硬
直
化
が
よ
り
一
層
進
ん
で
い
る
。
 

ま
た

、
人

件
費

や
物

価
の
高

騰
、

大
型
建

設
事

業
の
実

施
な

ど
に
よ

り
、

昨
年
度

に
引

き
続
き

過
去

最
大
規

模

の
予

算
と

な
る

こ
と

が
見
込

ま
れ

て
い
る

中
、

市
政
の

課
題

に
的
確

に
対

応
す
る

た
め

に
は
、

市
長

指
示
事

項
で

あ
る

「
健

全
な

財
政

運
営
を

行
い

、
持
続

可
能

な
住
民

サ
ー

ビ
ス
の

提
供

に
努
め

る
こ

と
」
を

念
頭

に
、
中

長
期

的
な

視
点

に
立

ち
、

限
ら
れ

た
経

営
資
源

（
ヒ

ト
・
モ

ノ
・

カ
ネ
）

を
最

大
限
有

効
活

用
す
る

こ
と

に
よ
り

、
持

続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立
に
向
け
て
健
全
化
を
推
し
進
め
て
い
く
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。
 

 
こ

う
し

た
状

況
を

踏
ま
え

、
施

策
評
価

・
事

務
事
業

評
価

に
基
づ

い
た

主
要
な

施
策

に
重
点

的
に

経
費
配

分
す

る
予
算
を
次
の
方
針
に
よ
り
編
成
す
る
。
 

 １
．
基
本
的
な
考
え
方
 

（
１
）
骨
格
予
算
の
編
成
 

令
和

８
年

２
月

が
市

長
の
改

選
時

期
に
あ

た
る

た
め
、

令
和

８
年
度

当
初

予
算
は

、
経

常
的
経

費
を

中

心
と

し
た

通
年

予
算

と
し
て

の
骨

格
予
算

を
編

成
す
る

こ
と

と
し
、

一
部

の
継
続

事
業

を
除
く

政
策

的
経

費
等
に
つ
い
て
は
肉
付
け
予
算
と
し
て
補
正
予
算
を
編
成
す
る
。
 

た
だ

し
、

肉
付

け
予

算
の
編

成
を

速
や
か

に
行

う
必
要

が
あ

る
こ
と

、
年

間
支
出

総
額

と
そ
の

財
源

と

な
る

歳
入

を
把

握
す

る
必
要

が
あ

る
こ
と

か
ら

、
施
設

保
全

経
費
や

新
規

・
拡
充

事
業

な
ど
の

政
策

的
経

-
1
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費
に
つ
い
て
も
こ
の
予
算
編
成
方
針
に
基
づ
き
予
算
要
求
の
準
備
を
行
う
こ
と
。
 

（
２
）
長
期
総
合
計
画
の
推
進
 

市
の

将
来

像
「

人
が

行
き
交

い
 

自
然
の

恵
み

あ
ふ
れ

る
 

住
み
よ

い
ま

ち
」
の

実
現

に
向
け

て
、

長

期
総
合
計
画
で
掲
げ
る
政
策
目
標
、
基
本
施
策
を
着
実
に
推
進
し
て
い
く
。
 

（
３
）
重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
推
進
 

目
標

人
口

６
万

人
を

目
指
す

た
め

の
重
点

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
で

あ
る
下

記
の

取
組
に

つ
い

て
、
特

に
検

討

を
要
す
る
も
の
を
全
庁
挙
げ
て
の
連
携
に
よ
り
施
策
横
断
的
に
推
し
進
め
る
。
 

①
「
呼
び
込
む
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

②
「
稼
ぐ
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

③
「
育
む
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

④
「
未
来
を
つ
く
る
」
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

（
４
）
年
間
総
合
予
算
に
よ
る
編
成
 

当
初

予
算

は
、

年
間

の
事
業

計
画

を
作
成

し
た

う
え
で

、
年

間
総
合

予
算

と
し
て

編
成

す
る
こ

と
。

年

度
途

中
の

補
正

は
、

制
度
改

正
、

災
害
関

係
経

費
等
の

緊
急

か
つ
当

初
予

算
で
見

込
む

こ
と
が

困
難

で
あ

り
、
真
に
や
む
を
得
な
い
事
業
に
限
る
。
 

（
５
）
予
算
編
成
フ
レ
ー
ム
に
沿
っ
た
編
成
 

財
政

運
営

の
基

本
は

、
当
該

年
度

の
収
入

に
よ

り
当
該

年
度

の
支
出

を
賄

う
こ
と

で
あ

る
。
し

た
が

っ

て
、

財
政

調
整

基
金

等
の
取

り
崩

し
予
定

額
も

含
め
た

、
歳

入
に
お

け
る

一
般
財

源
総

額
を
あ

ら
か

じ
め

設
定
し
、
そ
の
範
囲
内
で
予
算
編
成
を
行
う
。
 

（
６
）
財
源
確
保
の
取
り
組
み
 

財
政

計
画

に
掲

げ
た

基
本
方

針
「

健
全
な

財
政

基
盤
の

確
立

」
に
向

け
た

歳
入
の

確
保

と
歳
出

の
削

減

に
よ

る
経

常
一

般
財

源
の
確

保
に

向
け
、

行
財

政
改
革

の
推

進
と
し

て
、

下
記
の

事
項

に
つ
い

て
継

続
的

に
取
り
組
む
こ
と
。
 

①
 
自
主
財
源
の
確
保
 

②
 
人
件
費
の
抑
制
 

③
 
施
設
維
持
管
理
コ
ス
ト
の
抑
制
 

④
 
自
治
体
Ｄ
Ｘ
推
進
に
よ
る
費
用
抑

制
 

⑤
 
補
助
制
度
の
見
直
し
 

⑥
 
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
の
適
正
化

 

（
７
）
全
事
業
を
個
別
査
定
 

「
枠

配
分

」
は

採
用

せ
ず
、

全
事

業
に
つ

い
て

「
個
別

査
定

」
と
し

て
編

成
を
行

う
。

な
お
、

各
部

局

は
、

既
存

事
業

に
つ

い
て
ゼ

ロ
ベ

ー
ス
か

ら
の

見
直
し

を
徹

底
的
に

行
う

と
と
も

に
、

事
務
の

効
率

化
な

ど
業

務
改

善
に

努
め

る
こ
と

。
ま

た
、
財

政
計

画
に
お

け
る

歳
出
の

削
減

に
よ
る

経
常

一
般
財

源
の

確
保

を
達

成
す

る
た

め
、

よ
り
精

緻
な

決
算
見

込
み

及
び
過

去
の

決
算
額

を
踏

ま
え
て

所
要

額
を
積

算
す

る
こ

と
。
 

（
８
）
シ
ー
リ
ン
グ
方
式
 

ゼ
ロ

シ
ー

リ
ン

グ
方

式
を
採

用
し

、
骨
格

予
算

と
肉
付

け
予

算
の
総

額
ベ

ー
ス
で

の
目

標
と
し

て
、

令

和
７
年
度
当
初
予
算
額
を
上
限
と
し
編
成
を
行
う
。
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２
．
総
括
事
項
 

（
１
）
歳
入
 

歳
入

は
、

経
済

情
勢

、
国
・

県
等

の
動
向

に
つ

い
て
十

分
に

情
報
収

集
を

行
い
、

国
庫

補
助
金

等
の

削

減
・

廃
止

な
ど

に
十

分
留
意

す
る

と
と
も

に
、

財
源
確

保
の

た
め
に

市
税

収
入
の

確
保

や
税
外

収
入

の
確

保
、
新
た
な
収
入
の
獲
得
な
ど
に
努
め
る
こ
と
。
 

ま
た

、
合

併
特

例
事

業
債
の

発
行

可
能
期

間
が

令
和
７

年
度

で
終
了

と
な

る
こ
と

か
ら

、
よ
り

一
層

財

源
確
保
の
た
め
の
取
組
が
必
要
と
な
る
こ
と
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

（
２
）
歳
出
 

歳
出
の
見
積
り
は
、
事
業
の
必
要
性
、
効
率
性
を
厳
し
く
見
極
め
計
上
す
る
こ
と
。
 

新
規
・
拡
充
事
業
は
、「

経
営
戦
略
会
議
に
お
い
て
審
議
さ
れ
、
庁
議
に
お
い
て
承
認
さ
れ
た
事
業
」
の

み
要
求
を
認
め
る
も
の
と
す
る
。
 

施
設
保
全
事
業
は
、「

公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
検
討
委
員
会
に
お
い
て
審
議
さ
れ
、
庁
議
に
お
い
て
承

認
さ

れ
た

事
業

」
の

み
要
求

を
認

め
る
も

の
と

し
、
後

年
度

に
統
廃

合
が

予
定
さ

れ
て

い
る
施

設
に

つ
い

て
は
維
持
に
か
か
る
必
要
最
小
限
の
要
求
と
す
る
こ
と
。
 

既
存
事
業
も
含
め
、
原
則
、
事
業
期
間
を
最
長
３
年
と
し
て
終
期
設
定
を
必
ず
行
う
こ
と
。
 

既
存

事
業

に
つ

い
て

、
慣
例

や
経

緯
に
と

ら
わ

れ
ず
、

ス
ク

ラ
ッ
プ

・
見

直
し
の

徹
底

に
よ
る

大
胆

な

歳
出
削
減
に
取
り
組
む
こ
と
。
 

要
求

し
た

予
算

で
あ

っ
て
も

中
長

期
的
な

財
政

運
営
を

見
込

ん
だ
財

政
収

支
見
通

し
に

基
づ
く

予
算

編

成
フ

レ
ー

ム
内

で
の

編
成
を

予
定

し
て
い

る
こ

と
か
ら

、
重

点
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
を

推
進

す
る
事

業
、

事
業

の
緊

急
性

、
そ

の
他

の
要
件

を
基

に
優
先

順
位

を
設
定

し
、

予
算
査

定
を

実
施
す

る
方

針
で
あ

る
た

め
、

要
求
が
却
下
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
に
留
意
す
る
こ
と
。
 

（
３
）
収
支
 

財
政
収
支
見
通
し
で
は
、
引
き
続
き
収
支
不
足
に
よ
る
多
額
の
基
金
の
取
り
崩
し
が
見
込
ま
れ
る
た
め
、

持
続

可
能

な
財

政
運

営
に
向

け
、

各
担
当

課
の

創
意
と

工
夫

に
よ
り

次
年

度
以
降

も
念

頭
に
入

れ
、

既
存

事
業
を
大
胆
に
見
直
し
て
い
く
こ
と
。
 

（
４
）
特
別
会
計
・
公
営
企
業
会
計
 

一
般
会
計
に
準
じ
編
成
す
る
こ
と
。
 

中
長

期
的

な
財

政
収

支
見
通

し
を

念
頭
に

お
き

、
既
存

事
業

の
見
直

し
を

行
う
な

ど
会

計
の
健

全
化

に

向
け
た
取
り
組
み
に
よ
り
、
将
来
負
担
を
見
据
え
た
事
業
を
計
画
す
る
こ
と
。
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